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1580 15801020
東アジア等外国人観光
客の短期滞在に係る査
証免除

短期滞在旅行者については、ビザを相互に免除する。
韓国、香港、台湾、タイといった東アジア地域等からの短期滞
在旅行者の査証を相互主義に基づいて免除し、東アジア地域か
らの観光客の来訪を促進する。

韓国、香港、台湾、タイは日本人旅行者に対してはノービザ措置となっ
ているが、日本は、これらの国（地域）からの旅行者に対してビザの発
給申請を求めており、訪日旅行促進上ネックとなっている。
なお、中国については、一部地域に限り、団体観光ビザが発給されてい
るだけであり、韓国については、修学旅行生について査証が免除されて
いるだけである。

北海道 北海道 外国人観光客倍増プラン

　北海道経済に大きなウエートを占めている観光
産業は、関連する産業の裾野が広く、地域経済
への波及効果が大きいことから、積極的な観光
振興施策が必要であり、特に東アジア地域から
の道内地方空港への国際チャーター便を利用し
た外国人観光客の来訪が増加しているため、こ
れに対応した体制づくり等を進める必要がある。
　このため、東アジアの人々が観光旅行しやす
い環境づくりや外国人観光客の受け入れ体制の
整備などを通して、外国人観光客の誘致促進を
図り、戦略的な北海道の国際観光を展開する。

1491 14912010
韓国、台湾、タイとの
間での相互主義による
ノービザ化

日本人が韓国、台湾、タイに観光目的で訪問する場合は、
それぞれ滞在期間は異なるがノービザ措置がなされてい
る。しかし、韓国人、台湾人、タイ人が日本に来る場合は
ビザが必要となっているので、両国の相互主義に基づき、
ノービザの措置をとってほしい。

長崎県を訪問する外国人は、韓国、台湾、香港の順で多く、
ノービザが実施されると、観光客のさらなる増加が見込まれ
る。このため、ホテルの建設を含めた受入施設の充実が図られ
る。また、各国の人のニーズに合わせた新観光ルートの整備、
地産地消の推進を図るため、地場産品を活用した料理、土産物
品の開発を促進するとともに、交通アクセスの整備が図られ、
観光ガイド・インストラクターを含めた人材の育成が図られ
る。　　　　　　　　　　　　　　このように、観光客の増加
に伴い、地域経済の活性化及び雇用の創出が期待される。

現在の制度のままでは、観光客数の増加が緩やかにしか進まないとみら
れるが、ノービザが実施されると大幅な観光客の増加が見込まれるた
め、韓国、台湾、タイ人の訪日ノービザ化を提案する。

長崎県 長崎県 東アジアとの観光交流計画

長崎県は、地理的にも歴史的にも中国・韓国
など東アジア地域との繋がりが強く、同地域
を中心とした観光振興に力を入れてきた。国
は、「外国人旅行者訪日促進戦略」の一つと
してビジット・ジャパン・キャンペーンを実
施し、２０１０年までに訪日外国人を現在の
約２倍の１，０００万人にすることにより、
新たに約４兆３千億円の生産誘発効果及び約
２５万２千人の雇用創出効果を期待してい
る。本県においても、訪日外国人の増加によ
る生産誘発や雇用創出効果に期待し、観光客
の増加を図るため、韓国人等のノービザ化、
中国におけるビザ発給対象地域の拡大、数次
ビザと個人ビザ発給などが効果的であると考
え、地域再生のために提案するものである。

1578 15782030
国際イベントへ参加す
る外国人の訪日ビザ免
除など

  国際イベントに参加する外国人が、イベントだけでな
く、本県の観光地を回遊することは、帰国後の口コミ効果
を考えると海外誘客を進める上で大きなＰＲ効果を持つ。
  したがって、その「おもてなし」については、イベント
主催者だけでなく、各地のコンベンションビューローや県
としても、様々な工夫を凝らし、満足して帰国していただ
けるよう苦心している。
  そこで、訪日ビザについて、東アジア各国に対し、免除
あるは手数料減免の措置を取ることにより、入国の段階か
ら「おもてなしの心」を感じさせる様にし、「ウェルカム
ふじのくに」を広く世界にアピールする。
・具体的内容
  本県で行われる国際イベントに参加する外国人について
は、ビザを免除する。あるいはビザ発給手数料を減免す
る。
  国際イベントの例    富士山ビッグウォーク（毎年秋）
ユニバーサル技能五輪国際大会（2007年）など
  免除あるいは減免対象   中国、韓国、台湾、タイからの
参加者は、イベント主催者発行の招待状、参加証をもっ
て、ビザの免除、あるいは発給手続きの簡素化、手数料減
免が措置される。

  国際的イベントへの多くの外国人の参加を推進し、地域を挙
げての「おもてなし」を行う。
  参加者を対象にした、アフターコンベンションの商品造成を
進める。

   イベントに参加する外国人をターゲットに、本県の観光地を回遊す
るツアーを体験していただき、本県の魅力を帰国後に本国でＰＲしてい
ただくことにより、マスメディアの活用とは違った、口コミによる観光
宣伝効果を狙う。

静岡県

静岡県、沼
津市、熱海
市、三島
市、伊東
市、下田
市、伊豆
市、東伊豆
町、河津
町、南伊豆
町、松崎
町、西伊豆
町、賀茂
村、伊豆長
岡町、戸田
村、函南
町、韮山
町、大仁
町、清水
町、長泉町

伊豆地域交流拡大構
想

・伊豆地域は、従来、首都圏の大消費地を背景
に、日本有数の観光地を形成しているが、近年、
当地を訪れる観光交流客数は減少傾向にある。
また、本県への外国人観光客の訪問数は20万
人（2002年度：JNTO調査）に過ぎないという現状
である。
・そこで、今回、伊豆地域の①｢国際観光交流の
促進（新規顧客（外国人観光客）の開拓）｣、と②
魅力の創造を図り、「交流の拡大」に向けた取り
組みを推進することにより、地域経済の活性化と
雇用の創出を図る伊豆地域交流拡大構想を提
案する。

1113 11132010

商用及び関連会社等で
の技術取得を目的とし
て訪日（来県）する中
国人に対する短期滞在
ビザの免除

申請人の身元保証は受入企業等で、企業等の内容は県及び
上海事務所において指定したものについて福島空港を利用
して商用及び関連会社等での技術習得を目的として訪日す
る中国人に対する短期滞在ビザを免除する。

  １５日以内の滞在でかつ、商用及び関連会社等での技術習得
を目的として来県する中国人に対する査証の発行を免除し、中
国人の本県での商談等を容易にすることによる対日投資等を拡
大する。

ビザの取得に要する手間と時間を省略することは、中国とのビジネスの
機会を拡大することにつながるため、本県の産業が活発化するととも
に、空港の利用者増も見込まれるため。

福島県 福島県 福島空港を核とした地域の活性化構想

　これまでにない「大交流時代」に入った２１世紀
において、福島空港を「人・ものの交流拠点」とし
て機能を拡充し、地域や企業が直接世界と交流
し、あるいは競争する機会を増やすことが、地域
経済の活性化と地域雇用の創造につながる。こ
のため、ビザの免除及び空港の運用時間の緒
手続きの迅速化を行い、就航先からの観光客の
誘致・交流の促進を図るとともに、海外への企業
進出や対日投資を活発化させ、地域経済の活性
化・国際化を促進する。
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1472 14721011 ○観光推進のためのビザに関する規制緩和

外国観光客の出入国の利便性を高めるため、国内の安全確
保を考慮しつつ、認定エージェントによる団体旅行に対す
るビザを免除すること。

○「関西州(産業再生)特区」において、広域的視点から、歴史
的・文化的観光資源や自然の魅力に加えて、工場や企業ミュー
ジアムなどの産業ツーリズム資源を発掘し、内外の多様な観光
ニーズに合わせて観光スポットやコースの格付け、推奨等の事
業を行う。

○関西の知名度を高めるため、「特区」に「関西観光局(仮
称)」といった専門組織を設け、海外ＰＲのワンボイス化や情報
提供のワンストップサービス化を図る。

　関西の活性化には産業再生が不可欠であり、なかでもアジアを中心と
する観光ビッグバンをうけとめるべく関西の観光産業の国際競争力を強
化することは重要な課題である。観光立国をめざし国をあげたビジッ
ト・ジャパン・キャンペーンが展開されるなか、関西においては府県、
市町村がそれぞれに対応し、あるいは官民が連携して広域的に対応して
いく体制が整えられつつあるが、行政の壁を越えるより強力な体制のも
と、観光産業の裾野を広げ、その国際競争力を高める総合的な政策が望
まれる。
　自然と都市が近接している関西の特色をいかしつつ、新たな観光資源
を開発、発掘し、これらを有機的に活用して観光産業の裾野を拡大する
モデル事業を関西全域が一丸となって展開することで、関西の観光産業
の国際競争力を強化する。

大阪府、京
都府、兵庫
県

(社)関西経
済連合会、
(社)関西経
済同友会、
関西経営
者協会、
大阪商工
会議所、京
都商工会
議所、神戸
商工会議
所

観光産業の裾野の拡
大と国際競争力強化

○自然と都市が近接している関西の特色をいか
しつつ、観光産業の裾野を拡大するモデル事業
を関西全域が一丸となって展開することで、関西
の観光産業の国際競争力を強化する。
○歴史的・文化的観光資源や自然の魅力に加え
て、工場や企業ミュージアムなどの産業ツーリズ
ム資源を発掘し、内外の多様な観光ニーズに合
わせて観光スポットやコースの格付け、推奨等
の事業を行う。
○関西の知名度を高めるため、海外ＰＲのワン
ボイス化や情報提供のワンストップサービス化を
図る。
なお、本提案は「関西州（産業再生）特区構想」
における12の具体的事業構想の一つである。

1113 11132020
中国人・韓国人の訪日
団体観光客に対する短
期滞在ビザの免除

滞在日数が１５日以内で、かつ下記要件を全て満たす場合
に限り中国人・韓国人の団体観光客の査証を免除する。
 ○　本県（上海事務所）が選定した中国側の旅行社及び日
本側の受入旅行社による観光旅行であること。
 ○　上記旅行社が造成した商品で、かつ、本県（上海事務
所）が認めた商品による観光であること。

中国・韓国からの団体観光客を誘致し、県内の観光産業を活性
化する。

ビザの取得に要する手間と時間を省略することにより、観光目的での中
国人・韓国人の来県がしやすくなることから、本県の観光産業が活発化
し、併せて空港の利用者増も見込まれるため。

福島県 福島県 福島空港を核とした地域の活性化構想

　これまでにない「大交流時代」に入った２１世紀
において、福島空港を「人・ものの交流拠点」とし
て機能を拡充し、地域や企業が直接世界と交流
し、あるいは競争する機会を増やすことが、地域
経済の活性化と地域雇用の創造につながる。こ
のため、ビザの免除及び空港の運用時間の緒
手続きの迅速化を行い、就航先からの観光客の
誘致・交流の促進を図るとともに、海外への企業
進出や対日投資を活発化させ、地域経済の活性
化・国際化を促進する。

1578 15782040 中国、台湾修学旅行生の訪日ビザ免除

 中国を始め、東アジアの国民の所得が向上するに伴い、海外
旅行者も増加しているが、同時に修学旅行などの青少年団体
旅行市場も育ちつつある。  静岡県内観光地においても、体験･
交流をメインにした商品造成や受入態勢の整備が進んでいる。
東アジアからの修学旅行等青少年団体の訪日を促進し、本県
青少年との交流の活性化、相互理解、友好関係の構築、併せ
て産業観光、体験観光への誘客により、観光振興に資する。 そ
のため、訪日の障害となっているビザを、青少年に限って免除
する。これにより、本県の受入態勢を充実させ、実際の訪日実
績だけでなく、外国人観光客をあたたかく迎える「ふじのくに 静
岡」をアピールする。
・具体的内容  韓国からの修学旅行生については、16年3月1日
から、香港住民については16年4月1日から、訪日ビザが免除さ
れた。 訪日海外旅行の有力市場である、中国、台湾の修学旅
行生の訪日ビザについても免除する。

  現在、主に国内客向けの商品として、学生向けの「体験学
習、産業観光」が実績を上げており、各地の関係機関で受入組
織、態勢の整備が進められている。
  今後は、東アジアの学生を中心とした海外マーケットも視野
に入れた商品づくりを進める。

  新たな観光形態として脚光を浴びている「体験観光」「産業観光」に
ついて、国内だけでなく海外にもそのマーケットを広げ、訪日外国人客
の増加を図り、地域の活性化に資する。
  修学旅行などの青少年の団体旅行は、ビザ免除しない理由に挙げられ
ている「失踪、犯罪」のおそれが極めて少ないため、ビザ免除しても公
安上の問題は無いと思われる。

静岡県

静岡県、沼
津市、熱海
市、三島
市、伊東
市、下田
市、伊豆
市、東伊豆
町、河津
町、南伊豆
町、松崎
町、西伊豆
町、賀茂
村、伊豆長
岡町、戸田
村、函南
町、韮山
町、大仁
町、清水
町、長泉町

伊豆地域交流拡大構
想

・伊豆地域は、従来、首都圏の大消費地を背景
に、日本有数の観光地を形成しているが、近年、
当地を訪れる観光交流客数は減少傾向にある。
また、本県への外国人観光客の訪問数は20万
人（2002年度：JNTO調査）に過ぎないという現状
である。
・そこで、今回、伊豆地域の①｢国際観光交流の
促進（新規顧客（外国人観光客）の開拓）｣、と②
魅力の創造を図り、「交流の拡大」に向けた取り
組みを推進することにより、地域経済の活性化と
雇用の創出を図る伊豆地域交流拡大構想を提
案する。

1295 12951010 短期滞在査証の発給手続の簡素化

○韓国人については、出入国管理及び難民認定法第６条第
１項本文により、日本への入国に際しては査証を所持しな
ければならないとなっているが、対馬を訪れる韓国人観光
客に対しては、特例として短期滞在査証を免除する。
○若しくは既に規制緩和が実現している韓国人団体観光客
と同様、個人観光客の査証申請時における提出書類の簡素
化を図る。

韓国との国境の島「対馬」において、韓国人観光客のノービザ
化、若しくは既に規制緩和が実現している韓国人団体観光客と
同様、個人観光客の査証申請時における提出書類の簡素化によ
る観光客増加と雇用創出等への効果や不法就労等の問題点の検
証を行う実験を、特区として実施することを要望する。

○昨年６月の日韓首脳会談で、廬武鉉・韓国大統領が韓国人観光客の
ノービザ化を小泉首相に要望した。
○本年３月１日より韓国人修学旅行生に対し、短期滞在ビザが免除さ
れ、さらに４月１２からは引率者にも適用されることとなった。
○日韓の間で２００５年をめどにＦＴＡ（自由貿易）交渉が進められて
いる。
○韓国人の短期滞在ビザの免除措置が、平成１４年５月１５日から６月
３０日に全国で実施され、対馬島での韓国人入国が、前年同期比、約
１．７倍となった。
○昨年５月より人口４００万人の釜山広域市に釜山事務所を設置し、観
光客誘致に全力で取り組んでいる。
○本年３月１日、対馬６町が合併して対馬市となり、新市の地域振興の
大きな柱として韓国との国際交流を掲げている。
○対馬と釜山間の定期航路において、年々増加する韓国人利用客に対応
するため、今夏、旅客定員４００人の新高速船が導入される予定であ
る。
○このような対馬において、韓国人観光客のノービザ化、若しくは既に
規制緩和が実現している韓国人団体観光客と同様、個人観光客の査証申
請時における提出書類の簡素化を実験地として実施することで、将来の
韓国人のノービザ化の問題点の検証を行うことができる。

長崎県 長崎県 しま交流人口拡大特区

　対馬は、韓国とは地理的にも歴史的にも関係
が深く、また壱岐対馬国定公園に指定されてい
るなど豊かな自然に恵まれている。この地域特
性を活かし、現在韓国釜山との定期航路の開設
を行うなど、韓国との国際交流を柱に地域振興
に取り組んでいる。昨年、韓国人観光客の短期
滞在査証の発給手続きの簡素化や構造改革特
区研究開発学校設置事業の規制の特例を導入
し特区計画が認定されたが、さらなる交流人口
の拡大を目指すためには、短期滞在査証の免除
が最も有効な方法であると考え、本提案の再提
案を行う。なお、既に規制緩和が実現している韓
国人団体観光客と同様、個人観光客の査証申
請時における提出書類の簡素化についても併せ
て提案を行う。
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06 外務省（特区）

構想(プ
ロジェク
ト)管理
番号

規制特例提
案事項管理
番号

規制の特例事項（事項
名） 規制の特例事項の内容 具体的事業の実施内容 （再）提案理由 都道府県

名
提案主体
名

構想(プロジェクト)の名
称 提案概要

1491 14912030
中国人で条件を満たす
場合の数年有効数次ビ
ザ及び個人ビザの発給

韓国人観光客に対しては、一定所得以上の者又は来日経験
者に５年の数次ビザが発給されているが、中国人に対して
はこの制度がない。また、中国人に対する商務数次ビザや
ＡＰＥＣビジネス数次ビザ制度はあるが、発給実績が少な
い。また、中国から日本へのビザについては、親族の訪
問、商務等の目的でしか個人ビザが発給されず、その都度
招へい状が必要であるため、観光目的での訪日は、団体観
光以外に出来ない。このため、一定条件を満たす中国人に
は。数年有効の数次ビザ及び個人ビザを発給していただき
たい。

現在、中国人に対しては、団体観光ビザでしか発給されていな
いが、所得や海外渡航経験等の一定条件を満たす中国人に数年
有効の数次ビザ及び個人ビザが発給されれば、年間の訪日観光
客は増加すると思われる。これに伴い、地域活性化が期待でき
る。

中国人の数年有効の数次ビザ及び個人ビザの発給がなされると、観光客
が大幅に増加すると見込めるので提案する。 長崎県 長崎県 東アジアとの観光交流計画

長崎県は、地理的にも歴史的にも中国・韓国
など東アジア地域との繋がりが強く、同地域
を中心とした観光振興に力を入れてきた。国
は、「外国人旅行者訪日促進戦略」の一つと
してビジット・ジャパン・キャンペーンを実
施し、２０１０年までに訪日外国人を現在の
約２倍の１，０００万人にすることにより、
新たに約４兆３千億円の生産誘発効果及び約
２５万２千人の雇用創出効果を期待してい
る。本県においても、訪日外国人の増加によ
る生産誘発や雇用創出効果に期待し、観光客
の増加を図るため、韓国人等のノービザ化、
中国におけるビザ発給対象地域の拡大、数次
ビザと個人ビザ発給などが効果的であると考
え、地域再生のために提案するものである。

1165 11651030 短期滞在査証の数次査証発給の容易化

福岡アジアビジネス特区内の日本企業と在外の外国企業と
の間で国際間の業務委託が結ばれており、その関係で短期
滞在査証で来日する外国人に対しては、当初より数次査証
を発給する。

国際間の業務委託の関係で、短期滞在査証で来日する外国人に
対し、当初より数次査証を発給することにより、外国からの行
き来を容易にし、もって、国際間のビジネス提携を促進する。

　ＩＴのソフト開発など日本企業と在外の外国企業との間で国際間の業
務委託が増加し、業務の関係上、仕様書等の協議やトラブル処理などの
ために、外国から短期滞在査証で入国するケースが増加している。
　これらは業務の性格上、頻繁に来日する必要があることも多く、数次
査証を取得していない場合は、新たに短期滞在査証を取得する必要があ
り、そのため２週間程度の時間を要し、業務遂行上支障が生じている。
　また、数次査証の発給は個々人の入出国実績や外国企業の規模等個々
のケースごとに在外公館で判断されているところであるが、個々の日本
領事館でも数次査証を発給している領事館と発給していない領事館があ
るなどまちまちの対応となっている。
　ついては、副大アジアビジネス特区内の日本企業と中国企業との間で
国際間の業務委託がなされ、業務上、短期滞在査証で来日する中国人ビ
ジネスマンに対しては、当初より数次査証を発給できるものとする。
　このことにより、日本・中国間でのビジネス連携が促進される。

福岡県 福岡県福岡市
福岡アジアビジネス特
区

ＩＴのソフト開発など日本企業と在外の外国企業
との間で国際間の業務委託が進展する中、外国
人が行き来しやすい環境を整備し、国際間のビ
ジネス提携を促進するため、数次査証や再入国
許可の発給要件の緩和と上記企業間の企業人
の行き来を容易にする新たな在留資格を提案す
る。
また、アジアの交流拠点として質の高い留学生
の受入れを推進するため、国費留学生などの奨
学金の受給が決定している留学生について、在
留資格認定の優先処理を提案する。

1472 14721013 ○観光推進のためのビザに関する規制緩和 トランジットビザの有効期間を延長すること。

○「関西州(産業再生)特区」において、広域的視点から、歴史
的・文化的観光資源や自然の魅力に加えて、工場や企業ミュー
ジアムなどの産業ツーリズム資源を発掘し、内外の多様な観光
ニーズに合わせて観光スポットやコースの格付け、推奨等の事
業を行う。

○関西の知名度を高めるため、「特区」に「関西観光局(仮
称)」といった専門組織を設け、海外ＰＲのワンボイス化や情報
提供のワンストップサービス化を図る。

　関西の活性化には産業再生が不可欠であり、なかでもアジアを中心と
する観光ビッグバンをうけとめるべく関西の観光産業の国際競争力を強
化することは重要な課題である。観光立国をめざし国をあげたビジッ
ト・ジャパン・キャンペーンが展開されるなか、関西においては府県、
市町村がそれぞれに対応し、あるいは官民が連携して広域的に対応して
いく体制が整えられつつあるが、行政の壁を越えるより強力な体制のも
と、観光産業の裾野を広げ、その国際競争力を高める総合的な政策が望
まれる。
　自然と都市が近接している関西の特色をいかしつつ、新たな観光資源
を開発、発掘し、これらを有機的に活用して観光産業の裾野を拡大する
モデル事業を関西全域が一丸となって展開することで、関西の観光産業
の国際競争力を強化する。

大阪府、京
都府、兵庫
県

(社)関西経
済連合会、
(社)関西経
済同友会、
関西経営
者協会、
大阪商工
会議所、京
都商工会
議所、神戸
商工会議
所

観光産業の裾野の拡
大と国際競争力強化

○自然と都市が近接している関西の特色をいか
しつつ、観光産業の裾野を拡大するモデル事業
を関西全域が一丸となって展開することで、関西
の観光産業の国際競争力を強化する。
○歴史的・文化的観光資源や自然の魅力に加え
て、工場や企業ミュージアムなどの産業ツーリズ
ム資源を発掘し、内外の多様な観光ニーズに合
わせて観光スポットやコースの格付け、推奨等
の事業を行う。
○関西の知名度を高めるため、海外ＰＲのワン
ボイス化や情報提供のワンストップサービス化を
図る。
なお、本提案は「関西州（産業再生）特区構想」
における12の具体的事業構想の一つである。

1472 14721012 ○観光推進のためのビザに関する規制緩和
中国については観光ビザ発給対象地域を江蘇省、浙江省、
山東省、遼寧省、天津市にも拡大すること。

○「関西州(産業再生)特区」において、広域的視点から、歴史
的・文化的観光資源や自然の魅力に加えて、工場や企業ミュー
ジアムなどの産業ツーリズム資源を発掘し、内外の多様な観光
ニーズに合わせて観光スポットやコースの格付け、推奨等の事
業を行う。

○関西の知名度を高めるため、「特区」に「関西観光局(仮
称)」といった専門組織を設け、海外ＰＲのワンボイス化や情報
提供のワンストップサービス化を図る。

　関西の活性化には産業再生が不可欠であり、なかでもアジアを中心と
する観光ビッグバンをうけとめるべく関西の観光産業の国際競争力を強
化することは重要な課題である。観光立国をめざし国をあげたビジッ
ト・ジャパン・キャンペーンが展開されるなか、関西においては府県、
市町村がそれぞれに対応し、あるいは官民が連携して広域的に対応して
いく体制が整えられつつあるが、行政の壁を越えるより強力な体制のも
と、観光産業の裾野を広げ、その国際競争力を高める総合的な政策が望
まれる。
　自然と都市が近接している関西の特色をいかしつつ、新たな観光資源
を開発、発掘し、これらを有機的に活用して観光産業の裾野を拡大する
モデル事業を関西全域が一丸となって展開することで、関西の観光産業
の国際競争力を強化する。

大阪府、京
都府、兵庫
県

(社)関西経
済連合会、
(社)関西経
済同友会、
関西経営
者協会、
大阪商工
会議所、京
都商工会
議所、神戸
商工会議
所

観光産業の裾野の拡
大と国際競争力強化

○自然と都市が近接している関西の特色をいか
しつつ、観光産業の裾野を拡大するモデル事業
を関西全域が一丸となって展開することで、関西
の観光産業の国際競争力を強化する。
○歴史的・文化的観光資源や自然の魅力に加え
て、工場や企業ミュージアムなどの産業ツーリズ
ム資源を発掘し、内外の多様な観光ニーズに合
わせて観光スポットやコースの格付け、推奨等
の事業を行う。
○関西の知名度を高めるため、海外ＰＲのワン
ボイス化や情報提供のワンストップサービス化を
図る。
なお、本提案は「関西州（産業再生）特区構想」
における12の具体的事業構想の一つである。
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06 外務省（特区）
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提案主体
名

構想(プロジェクト)の名
称 提案概要

1491 14912020
中国人団体観光短期滞
在査証の発給対象地域
の拡大

現在、中国人団体観光ビザの発給対象地域は、「北京
市」、「上海市」、「広東省」の３地域の住民に限られて
いるが、天津市、山東省、浙江省、江蘇省、遼寧省などに
発給対象地域を拡大していただきたい。

中国の人口は約１３億人であり、世界最大の人口を有するた
め、観光市場の大きなマーケットとなる。このため、現在ビザ
発給地域が限定されているが、これがさらに拡大すれば、中国
からの観光客が大幅に増大すると考えられる。これに伴い、地
域経済の活性化及び雇用創出が期待できる。

中国でのビザ発給地域が拡大されると観光客の大幅な増加が見込まれる
ので提案する。 長崎県 長崎県 東アジアとの観光交流計画

長崎県は、地理的にも歴史的にも中国・韓国
など東アジア地域との繋がりが強く、同地域
を中心とした観光振興に力を入れてきた。国
は、「外国人旅行者訪日促進戦略」の一つと
してビジット・ジャパン・キャンペーンを実
施し、２０１０年までに訪日外国人を現在の
約２倍の１，０００万人にすることにより、
新たに約４兆３千億円の生産誘発効果及び約
２５万２千人の雇用創出効果を期待してい
る。本県においても、訪日外国人の増加によ
る生産誘発や雇用創出効果に期待し、観光客
の増加を図るため、韓国人等のノービザ化、
中国におけるビザ発給対象地域の拡大、数次
ビザと個人ビザ発給などが効果的であると考
え、地域再生のために提案するものである。

5133 51330004
中国人団体観光客に対
する入国査証発給地域
の早期拡大

中国人団体観光ビザの発給対象地域は、北京市、上海市、広
東省の３地域に限定されているが、愛知万博が開幕する平成17
年３月までに江蘇省・浙江省・山東省・遼寧省・天津市の４省１
市にも拡大して戴きたい。

中国観光客の誘致拡大

中国人団体観光客に対する入国査証発給地域については、「規制改革・民
間開放推進３か年計画」（平成16年３月19日閣議決定）において、段階的に
拡大するよう決定されているが、多数の中国人観光客の訪日が期待される
愛知万博の開幕に間に合うよう、治安面にも配慮しつつ、速やかに地域の拡
大を図って戴きたい。とりわけ、江蘇省・浙江省・山東省・遼寧省・天津市の４
省１市は、中国側からわが国に対して要望が寄せられているものなので、少
なくともこれら地域の追加についてよろしくお願いしたい。

0 愛知県 0 0

1088 10882010
巨大旅行市場である中
国におけるビザ発給対
象地域の拡大

外務省領事移住部に対し、中国におけるビザ発給対象地域
を現在の「北京市・上海市・広東省」から他地域に拡大す
るよう要望するもの。

中国においてビザ発給対象地域が拡大されることにより、訪日観光
客の増加が期待される。宮城県は、中国においては知名度がほとん
どないため、中国旅行エージェントを招請し、本県の観光資源（中国
革命の思想的支柱で、中国人の心のより所となっている「魯迅」の留
学先である仙台をはじめ、日本三景松島等）を視察してもらい旅行商
品造成につなげ誘客促進を行いたい。また、中国の送客現場では、
旅行エージェントの店頭従業員の口コミ情報が旅行先を大きく左右
することから、これら従業員等に本県をＰＲするポスターや観光ビデ
オ（ＶＣＤ）等を作成して、本県をアピールする。

　巨大旅行市場である中国では，北京市・上海市・広東省の３地域在住者し
か団体旅行ビザの発給を受けられないため，同地域以外に住む人々は，訪
日旅行をしたくてもできない状況にある。現在当県では，中国を中心としたア
ジアからの観光客を多く受け入れる「アジア観光客仟客萬来事業」を展開し
ており，先頃，中国の修学旅行生が，今年の夏からビザ免除との政府決定が
なされたことは大変喜ばしいことである。しかし，その他の団体観光ビザ発給
地域については，依然として３地域に限られている。
　一次提案では，「本件対象地域の拡大については、国内関係省庁及び中
国側とも調整が必要である。したがって、実施予定時期及び実施内容につい
ては未定であるが、鋭意検討中である。」との回答であった。諸般の調整が
必要と思われるが引き続き査証発給対象地域の早期拡大をお願いしたい。

宮城県 宮城県
宮城県緊急経済産業
再生戦略プラン（中国
観光客仟客萬来構想）

宮城県においては、観光客の誘客に向けて
各種方策を検討中であるが、その中で、外国
人観光客、特に巨大な訪日旅行市場である中
国をその対象とし、中国からの観光客誘致を
重要施策と考えている。中国ではここ数年高
い経済成長率を示し、高額所得者層の増加に
伴い、富裕層の海外旅行に対する関心が高ま
り、訪日中国人数も増加傾向にある。しかし
ながら、中国に対する訪日団体観光査証の発
給は、2000年9月に「北京・上海・広東」の3
地域において解禁されたが、巨大な訪日旅行
市場である中国から観光客の大幅な増員を図
るため、中国における査証発給対象地域の拡
大を提案し観光産業振興を進める。

1578 15782050 入国審査における産業観光への理解と協力

  新たな観光形態に対応するため、工場の視察見学等の産
業観光が「短期滞在」の在留資格で認められている活動で
あることを明確にする。
・具体的内容
  正式な見解を表明するか、表第１の３ 「短期滞在」の項
下段に「産業観光」の文言を追加する。

 上海を始め、各国の現地旅行社向けにアピールし、誤解を解
く。

  出入国管理及び難民認定法別表第１の３ 「短期滞在」の項下段「本
邦において行うことができる活動」には、工場の視察見学等の産業観光
は含まれず、「短期滞在査証」（いわゆる「観光ビザ」）では日本への
入国ができない、との風評が上海の旅行代理店の間に広がっており、ま
た実際に送り返された例があるという話もある。
  そこでこの誤解を解き、日本への観光客の一層の増加についての協力
を求める必要がある。

静岡県

静岡県、沼
津市、熱海
市、三島
市、伊東
市、下田
市、伊豆
市、東伊豆
町、河津
町、南伊豆
町、松崎
町、西伊豆
町、賀茂
村、伊豆長
岡町、戸田
村、函南
町、韮山
町、大仁
町、清水
町、長泉町

伊豆地域交流拡大構
想

・伊豆地域は、従来、首都圏の大消費地を背景
に、日本有数の観光地を形成しているが、近年、
当地を訪れる観光交流客数は減少傾向にある。
また、本県への外国人観光客の訪問数は20万
人（2002年度：JNTO調査）に過ぎないという現状
である。
・そこで、今回、伊豆地域の①｢国際観光交流の
促進（新規顧客（外国人観光客）の開拓）｣、と②
魅力の創造を図り、「交流の拡大」に向けた取り
組みを推進することにより、地域経済の活性化と
雇用の創出を図る伊豆地域交流拡大構想を提
案する。
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06 外務省（特区）

構想(プ
ロジェク
ト)管理
番号

規制特例提
案事項管理
番号

規制の特例事項（事項
名） 規制の特例事項の内容 具体的事業の実施内容 （再）提案理由 都道府県

名
提案主体
名

構想(プロジェクト)の名
称 提案概要

1397 13971020
入院・治療等に伴う短
期滞在査証の発給手続
の迅速化

入院・治療等に伴う患者及びその家族の短期滞在査証の発
給手続を可能な限り迅速化する。

福井市内の高度・最先端医療を受けるために来日する外国人を
受け入れ、福井型メディカル・ツーリズムを確立する。

短期滞在査証の発給手続については、既に簡素化・迅速化が図られてい
るところと認識しているが、入院や治療等のため緊急を要する場合は、
さらに手続を迅速に処理することが必要である。

福井県 福井県福井市

福井高度医療特区（福
井型メディカル・ツーリ
ズム）

　近年、福井市内には、福井県立病院、福井県
済生会病院、福井赤十字病院等が新・増築さ
れ、様々な高度・最先端医療が受けられる体制
が整備されている。
　一方、最近では、観光と医療サービスをセット
にしたメディカル・ツーリズムという観光形態があ
り、外国人旅行者に人間ドックや視力矯正手術
等の医療サービスを提供している。
　そこで、福井の高度・最先端医療とメディカル・
ツーリズムを融合させ、外国人観光客を誘致し、
受け入れやすくすることにより、医療産業の活性
化、さらには福井型メディカル・ツーリズムの確立
を図る。
　また、医療にかかる外国人研究者を受け入れ
ることで、人材の育成を図る。

1041 10411010
入国査証発給手続の簡
素化及び入国査証手数
料の免除

旅行会社が査証代理申請する場合に限定し、招聘理由書等
の申請書類の免除もしくは簡素化を行う。また、併せて査
証手数料の免除を行う。

発給手続きの簡素化等
①旅行会社が査証代理申請する場合に限定し、申請書類の作成
の免除もしくは簡素化を行う。
②査証手数料の免除
③「長崎さるく’０６」ツアー参加者に係る入国査証取得手続
きの優先処理

古くから海外との交流窓口として栄えてきたが、観光客数は平成２年を
ピークに年々減少傾向にあることから、2006年4月から10月の期間、行
政と市民が一体となり、市内全域を会場とする「長崎さるく博’０６」
を開催する。この「長崎さるく博’０６」に来崎する外国人観光客に対
して入国査証手続きの簡素化・免除、また、査証手数料の免除を行うこ
とにより、外国人観光客の集客をはかり国際観光都市長崎の知名度を高
めるとともに、地域経済、国際交流などの活性化を図る。

長崎県 長崎県長崎市
長崎市観光２００６アク
ションプラン

長崎市の豊富な観光・文化・歴史的な資源を再
発掘するという体験・滞在型観光への転換を図
る「長崎市観光2006アクションプラン」の趣旨に
沿った「長崎さるく博‘06」は､「まち歩き」を中心と
して、長崎の文化・歴史・地形などを楽しみ、長
崎の新しい楽しみ方を体験してもらい、観光客の
誘致はもとより市民全体の利益につながるイベ
ントである。そこで、このイベントについて、賑わ
いを創出し、より魅力あるものとするため、港湾
施設をイベント会場として有効活用し、案内表示
板を見やすく整備することで、効果的に推進す
る。また、外国人観光客の来崎を促進するため、
入国査証の発給手続きを簡素化する。

1353 13531010
ヘボン式ローマ字表記
のみによらない旅券の
名前表記

旅券法施行規則により定められているヘボン式ローマ字に
よる氏名の表記を名前に限りヘボン式によらない表記を認
めることとする

現在、旅券の申請に当たっては旅券法施行規則第5条2項で氏名
はヘボン式ローマ字によって旅券面に表記することになってい
る。しかし、ヘボン式ローマ字表記は在外で生活をする際必ず
しも、本人の名前の音を表すのに適当とはいえない。苗字につ
いては、統一性の観点から一定のルールに基づいて判断する必
要があるが、名前については、ヘボン式ローマ字表記のみに限
定することなく外国における慣用により表音されたもの(Lisa,
George, Joe, Otto等）も認める。これにより海外において、公
的書類の記載と呼称としての名前の表記が異なる事態を解消す
ることができる。

0 東京都 近藤敬

ヘボン式ローマ字によ
らない名前のアルファ
ベット表記を認める特
区構想

子供の名付けにあたっては理沙、譲治など海外
においても通用する名を命名するケースも多い。
ところが、パスポートのおける氏名の表記はヘボ
ン式ローマ字に限定されており、Lisa,Georgeなど
の表記はできなくなっている。日本において日本
国籍のみを有する子として出生した場合、日本
以外の国において生活をすることになっても旅券
のみが公的な身分証明となるため旅券に表記さ
れた氏名が当該国においても氏名として公的書
類に記載されていくことが多い。提案の実現によ
り海外において、公的書類の記載と呼称としての
名前の表記が異なる事態を解消することができ
る。
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